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○定期監査 

１ 監査の実施日、場所及び対象 

実 施 日 実施場所 監 査 対 象 

令和７年１０月２８日（火） 
役 場 

全員協議会室 

税務課、収納課、保険医療課、 

住民窓口課、環境課、町民会館、 

生涯学習スポーツ課、中央公民館、 

歴史民俗資料館、企画政策課 

 

２ 監査の範囲 

  令和７年４月１日から令和７年９月３０日までに執行した事務事業 

 

３ 監査の方法 

定期監査は、監査対象となった課及び施設における事務事業について、事前に提出を

求めた監査資料に基づき、各所管の長等から説明を受け、財務に関する事務等の執行が

適正に行われているか質疑応答方式により実施した。 

 

４ 監査の結果 

監査対象とした各課等の所管する財務に関する事務等の執行については、概ね適正に

執行されていると認められる。 

 

５ 監査対象の予算執行状況等 

（１）税務課 

課長以下１７名の職員により、町民税、軽自動車税、町たばこ税、固定資産税、都市計画

税の賦課に関すること等の事務事業を行っている。 

※職員数には、会計年度任用職員（３名）を含む。 

■予算の執行状況 

(歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,406,000 694,900 694,900 49.4 

諸 収 入 3,000 1,840 1,840 61.3 

合   計 1,409,000 696,740 696,740 49.4 
 

(歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

諸費 154,894,000 239,021 154,654,979 0.2 

税務総務費 91,794,000 18,675,949 73,118,051 20.3 

賦課徴収費 20,060,000 11,764,209 8,295,791 58.6 

合  計 266,748,000 30,679,179 236,068,821 11.5 
 



- 2 - 

収入済額の主なものは、住宅用家屋証明申請手数料 139,100 円、諸証明手数料 498,800

円である。また、支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬 1,130,605 円、印刷製本

費 6,958,045 円、通信運搬費 5,385,763 円、地方税共同機構負担金 3,416,955 円、土地家

屋合成図作成等業務委託料 4,620,000 円、航空写真撮影業務委託料 6,050,000 円である。 

 

（２）収納課 

課長以下１０名の職員により、町税、国民健康保険税の収納に関すること等の事務事業

を行っている。 

 ※職員数には、再任用職員 1名を含む。 

■予算の執行状況 

≪一般会計≫ 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

町 税 10,786,301,000 10,610,861,845 6,378,098,974 59.1 

地 方 譲 与 税 25,000,000 11,585,788 11,585,788 46.3 

県 支 出 金 70,500,000 24,554,939 24,554,939 34.8 

諸 収 入 6,619,000 5,276,932 5,276,932 79.7 

合   計 10,888,420,000 10,652,279,504 6,419,516,633 59.0 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

税 務 総 務 費 31,848,000 12,016,255 19,831,745 37.7 

賦 課 徴 収 費 8,930,000 4,090,173 4,839,827 45.8 

合   計 40,778,000 16,106,428 24,671,572 39.5 

収入済額の主なものは、個人町民税 現年課税分 1,211,299,591 円、個人町民税 滞納

繰越分 13,781,441 円、法人町民税 現年課税分 302,859,900 円、土地・家屋 固定資産税 

現年課税分 1,859,629,468 円、償却資産 2,298,929,379 円、固定資産税 滞納繰越分

10,046,242 円、国有資産等所在市町村交付金 現年課税分 9,323,200 円、環境性能割 現

年課税分 4,812,600 円、種別割 現年課税分 141,857,400 円、町たばこ税 現年課税分

129,266,382 円、都市計画税 現年課税分 394,366,553 円、特別とん譲与税 11,585,788 円、

県税徴収事務委託金 24,554,939 円、町税延滞金 5,272,471 円である。また、支出済額の主

なものは、過誤納還付金 11,398,559 円、コンビニ収納取扱手数料 1,575,683 円である。 

≪国民健康保険事業特別会計≫ 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

国 民 健 康 保 険 税 816,842,000 904,066,620 257,470,205 31.5 

諸 収 入 4,000,000 2,033,643 2,033,643 50.8 

合   計 820,842,000 906,100,263 259,503,848 31.6 
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（歳 出）                        （令和6年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

徴 税 費 5,295,000 1,089,685 4,205,315 20.6 

償還金及び還付加算金 4,001,000 1,219,366 2,781,634 30.5 

合   計 9,296,000 2,309,051 6,986,949 24.8 

収入済額の内訳は、医療給付費 現年課税分 170,671,224 円、後期高齢者支援金 現年

課税分 51,540,734 円、介護納付金 現年課税分 16,887,842 円、医療給付費 滞納繰越分

12,132,910 円、後期高齢者支援金 滞納繰越分 3,986,002 円、介護納付金 滞納繰越分

2,251,493 円、一般被保険者延滞金 2,033,643 円である。また、支出済額の主なものは、過

誤納還付金 1,219,366 円である。 

 

（３）保険医療課 

課長以下１７名の職員により、国民健康保険、後期高齢者医療、国民年金、福祉医療等

に関することの事務事業を行っている。 

 ※職員数には、会計年度任用職員 2名を含む。 

■予算の執行状況 

≪一般会計≫ 

（歳 入）                       （令和 7年 9月 30 日現在) 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収入済額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

分 担 金 及 び 負 担 金 400,000 108,570 108,570 27.1 

国 庫 支 出 金 41,530,000 2,970,000 2,970,000 7.2 

県 支 出 金 327,287,000 0 0 0.0 

諸 収 入 45,418,000 1,566,641 1,511,885 3.3 

合   計 414,635,000 4,645,211 4,590,455 1.1 

（歳 出）                       （令和 7 年 9 月 30 日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

医 療 福 祉 費 996,510,000 518,664,797 477,845,203 52.0 

国 民 年 金 費 156,000 64,450 91,550 41.3 

合   計 996,666,000 518,729,247 477,936,753 52.0 

収入済額の主なものは、医療費返納金 1,511,885 円、国民年金基礎年金等事務費委託金

2,672,000 円である。また、支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬 1,584,120 円、

通信運搬費 1,288,147 円、審査支払手数料 2,714,162 円、療養給付費負担金 266,992,000

円、妊産婦医療費補助金 3,414,632 円、子ども医療扶助費 127,416,353 円、障害者医療扶

助費 35,264,645 円、後期高齢者福祉医療給付金 33,670,621 円、精神障害者医療扶助費

27,435,408 円、母子・父子家庭医療扶助費 16,177,707 円、養育医療扶助費 1,664,181 円で

ある。 
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≪国民健康保険事業特別会計≫ 

（歳 入）                       （令和 7年 9月 30 日現在) 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収入済額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 0 0 0.0 

国 庫 支 出 金 1,000 23,000 23,000 2300.0 

県 支 出 金 2,534,265,000 1,320,301,000 1,114,462,000 44.0 

財 産 収 入 1,000 0 0 0.0 

繰 入 金 319,393,000 0 0 0.0 

繰 越 金 1,000 61,342,083 61,342,083 
6134208.

3 

諸 収 入 2,032,000 3,791,433 540,953 26.6 

合   計 2,855,694,000 1,385,457,516 1,176,368,036 41.2 

（歳 出）                       （令和 7 年 9 月 30 日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

総 務 管 理 費 12,709,000 5,551,508 7,157,492 43.7 

徴 税 費 4,630,000 596,467 4,033,533 12.9 

運 営 協 議 会 費 248,000 0 248,000 0.0 

療 養 諸 費 2,156,648,000 912,399,805 1,244,248,195 42.3 

高 額 療 養 費 313,456,000 154,992,472 158,463,528 49.4 

移 送 費 1,000 0 1,000 0.0 

出 産 育 児 諸 費 12,006,000 3,001,260 9,004,740 25.0 

葬 祭 諸 費 2,750,000 1,600,000 1,150,000 58.2 

傷 病 手 当 金 250,000 0 250,000 0.0 

医 療 給 付 費 分 739,205,000 190,081,098 549,123,902 25.7 

後期高齢者支援金等分 242,675,000 62,402,040 180,272,960 25.7 

介 護 納 付 金 分 84,171,000 21,643,766 62,527,234 25.7 

財政安定化基金拠出金 1,000 0 1,000 0.0 

特定健康診査等事業費 43,243,000 1,052,623 42,190,377 2.4 

保 健 事 業 費 4,785,000 1,346,363 3,438,637 28.1 

基 金 積 立 金 2,000 0 2,000 0.0 

償還金及び還付加算金 1,000 0 1,000 0.0 

予 備 費 3,000,000 0 3,000,000 0.0 

合   計 3,619,781,000 1,354,667,402 2,265,113,598 37.4 

収入済額の主なものは、普通交付金 1,114,462,000 円、その他繰越金 61,342,083 円であ

る。また、支出済額の主なものは、印刷製本費 1,881,583 円、通信運搬費 3,062,542 円、

一般被保険者療養給付費 902,406,933 円、一般被保険者療養費 6,642,188 円、審査支払手

数料 3,350,684 円、一般被保険者高額療養費 154,691,139 円、出産育児一時金 3,000,000
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円、葬祭費 1,600,000 円、一般被保険者医療給付費分 190,081,098 円、一般被保険者後期

高齢者支援金等分 62,402,040 円、介護納付金分 21,643,766 円である。 

 

≪後期高齢者医療特別会計≫ 

（歳 入）                       （令和 7年 9月 30 日現在) 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収入済額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

後 期 高 齢 者 保 険 料 660,097,000 441,509,800 262,091,600 39.7 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 0 0 0.0 

繰 入 金 146,036,000 3,000,000 3,000,000 2.1 

諸 収 入 315,000 146,500 85,200 27.0 

繰 越 金 1,000 1,471,500 1,471,500 147150.0 

合   計 806,450,000 446,127,800 266,648,300 33.1 

（歳 出）                       （令和 7 年 9 月 30 日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

総 務 費 6,221,000 3,547,700 2,673,300 57.0 

総 務 管 理 費 3,413,000 2,658,274 754,726 77.9 

一 般 管 理 費 3,413,000 2,658,274 754,726 77.9 

徴 収 費 5,616,000 1,778,852 3,837,148 31.7 

後期高齢者医療広域連

合 納 付 金 
2,396,757,000 400,019,730 1,996,737,270 16.7 

諸 支 出 金 310,000 136,100 173,900 43.9 

償還金及び還付加算金 310,000 136,100 173,900 43.9 

保 険 料 還 付 金 310,000 136,100 173,900 43.9 

予 備 費 3,000,000 0 3,000,000 0.0 

合   計 2,419,350,000 411,071,130 2,008,278,870 17.0 

収入済額の主なものは、特別徴収保険料 現年度分 187,518,500 円、普通徴収保険料 現

年度分 73,418,500 円、普通徴収保険料 滞納繰越分 1,154,600 円、保険基盤安定繰入金

3,000,000 円、繰越金 1,471,500 円である。また、支出済額の主なものは、通信運搬費

3,333,310 円、保険料等負担金 127,251,910 円、事務費負担金 6,088,000 円である。 

 

（４）住民窓口課 

課長以下２７名の職員により、戸籍、住民票、証明書交付、富貴支所等に関すること等

の事務事業を行っている。 

 ※職員数には、再任用職員 2名、会計年度任用職員 16 名を含む。 

■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 



- 6 - 

使 用 料 及 び 手 数 料 11,936,000 5,586,650 5,526,150 46.3 

国 庫 支 出 金 21,046,000 1,130,000 1,130,000 5.4 

県 支 出 金 882,000 840,000 840,000 95.2 

合   計 33,864,000 7,556,650 7,496,150 22.1 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 104,123,000 24,135,479 79,987,521 23.2 

合   計 104,123,000 24,135,479 79,987,521 23.2 

収入済額の主なものは、戸籍謄抄本証明手数料 1,169,650 円、除籍謄抄本証明手数料

1,456,500 円、住民票の写し証明手数料 1,568,600 円、中長期在留者住居地届出等事務委

託金 1,130,000 円である。また、支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬 6,893,492

円、会計年度任用職員期末手当 1,315,035 円、会計年度任用職員勤勉手当 1,062,550 円、

通信運搬費 1,894,605 円、コンビニ交付システム電算業務委託料 1,375,000 円、戸籍振り

仮名業務委託料 2,244,000 円、戸籍電算処理システム賃借料 1,527,845 円、コンビニ交付

システム利用料 1,155,000 円、戸籍システム利用料 3,212,055 円である。 

 

（５）環境課 

所長以下５名の職員により、学校給食の提供及び施設管理に関する事務事業を行ってい

る。 

※職員数には、栄養教諭（県職）１名、学校栄養職員（県職）１名を含む。 

■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 74,141,000 34,632,620 24,252,120 32.7 

国 庫 支 出 金 33,359,000 0 0 0.0 

県 支 出 金 11,996,000 0 0 0.0 

寄 附 金 8,380,000 0 0 0.0 

諸 収 入 104,892,000 8,281,759 7,609,615 7.3 

合   計 232,768,000 42,914,379 31,861,735 13.7 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

環 境 衛 生 費 39,748,000 20,011,473 19,736,527 50.3 

清 掃 総 務 費 108,000 45,870 62,130 42.5 

塵 芥 処 理 費 745,056,000 276,222,058 468,833,942 37.1 

し 尿 処 理 費 94,154,000 43,467,027 50,686,973 46.2 

公 害 対 策 費 56,753,000 16,501,399 40,251,601 29.1 
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合   計 935,819,000 356,247,827 579,571,173 38.1 
 

収入済額の主なものは、し尿汲取手数料 2,532,540 円、ごみ処理手数料 20,599,440

円、指定資源袋売払代金 1,363,856 円、資源物売払代金 6,245,759 円である。また、支出

済額の主なものは、環境美化運動報償金 1,622,000 円、消耗品費 4,259,155 円、知多中部

広域事務組合負担金 17,897,000 円、会計年度任用職員報酬 2,013,690 円、指定袋販売手

数料 2,885,168 円、軽作業委託料 2,351,655 円、資源ごみ運搬等委託料 5,394,180 円、エ

コステーション運営委託料 19,054,900 円、ごみ収集委託料 46,987,000 円、再資源不燃物

リサイクル処理委託料 4,757,913 円、プラスチック製容器包装リサイクル処理委託料

11,848,105 円、紙類リサイクル処理委託料 3,463,075 円、指定袋管理委託料 1,478,600

円、刈草等リサイクル処理委託料 21,572,419 円、ペットボトル・缶等中間処理委託料

5,002,250 円、埋立廃棄物運搬処理業務委託料 2,274,277 円、埋立廃棄物処分業務委託料

2,526,975 円である。 

 

（６）町民会館 

課長以下６名の職員により、文化振興事業、各種イベントの開催、貸館業務、施設の管

理運営に関すること等の事務事業を行っている。 

 ※職員数には、会計年度任用職員 2名を含む。 

■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 8,777,000 5,103,100 4,757,900 54.2 

諸 収 入 1,462,000 786,300 786,300 53.8 

合   計 10,239,000 5,889,400 5,544,200 54.1 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

町 民 会 館 費 163,361,000 79,194,362 84,166,638 48.5 

合   計 163,361,000 79,194,362 84,166,638 48.5 
 

収入済額の主なものは、町民会館使用料 4,757,900 円である。また、支出済額の主なも

のは、消耗品費 1,006,520 円、光熱水費 16,565,917 円、修繕料 4,359,300 円、空調設備保

守委託料 1,008,700 円、舞台設備保守委託料 1,364,000 円、清掃委託料 5,117,530 円、軽

作業委託料 2,556,498 円、管理運営委託料 13,948,509 円、自主事業委託料 10,799,350 円、

文化協会等事業委託料 2,600,000 円、舞台管理業務委託料 12,707,519 円である。 

 

（７）生涯学習スポーツ課 

課長以下１１名の職員により、青少年・高齢者教育、社会教育関係団体等の育成、図書

館施設管理に関すること等の事務事業を行っている。 

 ※職員数には、再任用職員 1名、社会教育指導員 1名を含む。 
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■予算の執行状況 

◎社会教育担当 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

県 支 出 金 301,000 0 0 0.0 

諸 収 入 1,000 0 0 0.0 

合   計 302,000 0 0 0.0 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

社 会 教 育 総 務 費 13,740,000 7,644,465 6,095,535 55.6 

青 少 年 育 成 費 1,948,000 1,091,200 856,800 56.0 

合   計 15,688,000 8,735,665 6,952,335 55.7 
 

支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬 2,541,996 円、ふるさとまつり事業委託

料 2,300,000 円である。 

◎図書館担当 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 9,000 3,400 3,400 37.8 

寄 附 金 0 1,000,000 1,000,000 #DIV/0! 

諸 収 入 110,000 54,600 54,600 49.6 

合   計 119,000 1,058,000 1,058,000 889.1 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

図 書 館 費 101,193,000 27,745,720 73,447,280 27.4 

合   計 101,193,000 27,745,720 73,447,280 27.4 
 

収入済額の主なものは、社会教育費寄附金 1,000,000 円である。また、支出済額の主な

ものは、電算機等保守委託料 1,226,500 円、図書館指定管理料 22,477,000 円、土地借上料

1,213,570 円、電算機等賃借料 2,059,750 円である。 

◎スポーツ担当 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 13,738,000 9,739,160 9,337,890 68.0 

国 庫 支 出 金 24,782,000 0 0 0.0 

諸 収 入 204,000 67,297 67,297 33.0 

合   計 38,724,000 9,806,457 9,405,187 24.3 
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（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

保 健 体 育 総 務 費 137,081,000 60,515,136 76,565,864 44.1 

体 育 施 設 費 74,012,000 17,269,279 56,742,721 23.3 

総 合 体 育 館 費 217,368,000 176,205,228 41,162,772 81.1 

合   計 428,461,000 253,989,643 174,471,357 59.3 
 

収入済額の主なものは、運動公園使用料 2,268,850 円、総合体育館使用料 6,063,940 円

である。また、支出済額の主なものは、社会体育施設指定管理料 57,000,000 円、スポーツ

振興事業委託料 2,500,000 円、屋内温水プール施設整備・管理運営事業委託料 15,100,279

円、土地借上料 1,291,828 円、総合体育館施設営繕工事監理委託料 1,511,000 円、総合体

育館施設営繕工事 173,605,400 円である。 

 

（８）中央公民館 

課長以下１１名の職員により、教室・講座等の開設、地区公民館への助成、貸館業務、施

設の管理運営に関すること等の事務事業を行っている。 

 ※職員数には、再任用職員 1名、会計年度任用職員 1名を含む。 

■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,712,000 534,140 534,140 31.2 

諸 収 入 550,000 109,078 109,078 19.8 

合   計 2,262,000 643,218 643,218 28.4 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

公 民 館 費 52,393,000 22,422,261 29,970,739 42.8 

合   計 52,393,000 22,422,261 29,970,739 42.8 
 

収入済額の主なものは、中央公民館使用料 534,140 円である。また、支出済額の主なも

のは、光熱水費 4,522,542 円、修繕料 1,425,380 円、清掃委託料 1,870,000 円、軽作業委

託料 1,217,902 円、土地借上料 5,423,792 円、地区公民館補助金 5,988,200 円である。 

 

（９）歴史民俗資料館 

課長以下５名の職員により、文化財の調査、展示・保護、施設の管理運営に関すること

等の事務事業を行っている。 

 ※職員数には、会計年度任用職員 1名、社会教育指導員 1名を含む。 
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■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

県 支 出 金 44,000 44,000 44,000 100.0 

諸 収 入 3,000 13,400 13,400 446.7 

合   計 47,000 57,400 57,400 122.1 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

文 化 財 保 護 費 22,175,000 4,499,471 17,675,529 20.3 

歴 史 民 俗 資 料 館 費 6,701,000 2,613,509 4,087,491 39.0 

合   計 28,876,000 7,112,980 21,763,020 24.6 
 

支出済額の主なものは、有形文化財保存維持補助金 1,440,000 円である。 

 

（10）企画政策課 

課長以下１１名の職員により、企画、総合計画、協働、統計、電算等の事務事業を行って

いる。 

■予算の執行状況 

（歳 入）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

調 定 額 

B (円) 

収 入 済 額 

C (円) 

予算比 

C/A(％) 

     

国 庫 支 出 金 377,160,000 83,453,000 83,453,000 22.1 

県 支 出 金 24,982,000 21,855,890 21,855,890 87.5 

寄 附 金 36,400,000 6,961,000 5,861,000 16.1 

諸 収 入 4,638,000 253,800 253,800 5.5 

合   計 443,180,000 112,523,690 111,423,690 25.1 
 

（歳 出）                        （令和7年9月30日現在） 

科     目 
予 算 現 額 

A (円) 

支 出 済 額 

B (円) 

予 算 残 額 

A –B (円) 

執行率 

B/A(％) 

企 画 費 42,795,000 4,158,417 38,636,583 9.7 

統 計 調 査 総 務 費 10,000 4,100 5,900 41.0 

基 幹 統 計 費 24,976,000 1,611,685 23,364,315 6.5 

電 算 管 理 費 689,360,000 93,405,471 595,954,529 13.5 

合   計 757,141,000 99,179,673 657,961,327 13.1 
 

収入済額の主なものは、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 83,453,000 円、国勢

調査事務委託金 21,831,000 円、ふるさと寄附金 5,761,000 円である。また、支出済額の主

なものは、ふるさと寄附返礼品報償金 1,704,638 円、消耗品費 1,739,355 円、通信運搬費
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6,839,548 円、電算機等保守委託料 48,215,725 円、電算機等賃借料 30,899,550 円、Ｗｅｂ

サービス等使用料 1,221,110 円である。 

 


